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○医療政策企画官 ただいまから第40回「社会保障審議会医療部会」を開会させていただ

きます。 

 委員の皆様方におかれましては、お忙しい中を御出席くださいましてまことにありがと

うございます。 

 当部会の総委員数が24名ですので、定足数は３分の１の８名となっております。 

 本日は現時点で21名の委員の皆様に御出席いただいておりますので、この会議が定足数

に達していることをまず御報告申し上げます。 

 まず初めに、新しく委員に就任された方を紹介申し上げます。 

 阿部泰久委員です。 

 加納繁照委員です。 

 木戸道子委員です。 

 渡邉正臣委員です。 

 次に、本日の御出欠について御報告申し上げます。 

 本日は大西委員、尾形委員から御欠席との連絡をいただいております。 

 また、本日、永井部会長におかれましては、所用により途中からの御出席または御欠席

となる旨、御連絡をいただいております。 

 それでは、議事に入ります前にお手元の資料の確認をさせていただきます。 

 お手元に議事次第、座席表、委員名簿のほか、資料１、資料２、資料３、参考資料１、

参考資料２、参考資料３－１～３－４をお配りしております。 

 また、木戸委員から産婦人科勤務医の処遇改善と女性医師の就労環境に関するアンケー

ト調査報告の資料をいただいております。 

 不足がございましたらお知らせください。よろしいでしょうか。 

 それでは、議事に入らせていただきますが、先ほど申し上げましたとおり永井部会長が

御不在ということですので、以降の進行は田中部会長代理にお願いしたいと思います。よ

ろしくお願い申し上げます。 

○田中部会長代理 皆さん、こんにちは。 

 早速議事に移ります。本日は、次期診療報酬改定の基本方針の検討について意見交換を

行います。詳細は後ほど事務局に説明をお願いしますが、例年、診療報酬改定については、

社会保障審議会医療部会、この部会と、医療保険部会において策定された基本方針に基づ

いて、中央社会保険医療協議会において具体的な診療報酬点数の設定等にかかわる審議を

行い、実施するものとなっております。 

 ９月11日には医療保険部会が開催され、平成28年度改定の基本的視点と具体的方向性に

ついて御議論いただいたと承知しております。 

 本日の医療部会においては、その際の医療保険部会資料をもとに、医療提供体制改革の

観点からの主な論点について、より詳細にしたたたき台を事務局につくっていただきまし

た。本年の基本方針の策定に向けて、本日はこのたたき台を中心として議論をしてまいり
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ます。 

 初めに、事務局から資料をお願いします。 

○医療介護連携政策課長 保険局の医療介護連携政策課長でございます。 

 それでは、まずお手元の資料１に沿いまして、28年度診療報酬改定のスケジュール（案）

について簡単に御説明をさせていただきます。 

 先ほど部会長からお話もございましたが、平成18年度改定以降、診療報酬改定につきま

しては基本方針を社会保障審議会で御議論いただきまして、それに基づきまして個別の点

数については中医協で議論するという仕組みになってございます。既にそのスケジュール

の右のほうにもございますように、中医協におきましては本年１月から総論的な議論を開

始しておりますけれども、今後その左にございますが、この医療部会、そして医療保険部

会におきまして基本方針の御議論を進めていただきまして、1月下旬から12月初旬ぐらいに

かけて基本方針をおまとめいただくというスケジュールで進めていただければと思ってお

ります。 

 ２ページ、３ページは前回改定のスケジュール等々でございますので、御参考まででご

ざいます。 

○総務課長 続きまして、医政局総務課長でございます。 

 資料２につきまして御説明をさせていただきます。 

 あわせまして、関連する事項といたしまして、参考資料３－１から３－４までお配りし

ておりますので、参考資料のほうも適宜御紹介しながら御説明をさせていただきたいと思

います。 

 先ほど部会長代理からもお話がございましたとおり、本日は医療提供体制改革の観点か

らの主な論点についてたたき台、この資料を中心に御議論を賜りたいと思います。この資

料の趣旨でございますけれども、今後医療保険部会と医療部会で診療報酬改定に係る基本

方針を御議論いただくわけでございますが、この医療部会の所管でございます医療提供体

制改革の観点から、主としてどのような御議論が焦点になるのかというところをポイント

として整理をしたものでございます。 

 趣旨としましては、今回の診療報酬改定につながる部分も相当あろうかと思いますし、

また、直接今回ということではなくとも、少し中長期の観点から、診療報酬の観点からも

議論が必要ではないか。そういった趣旨でまとめさせていただいたものでございます。 

 医療保険部会でどのような議論になるのかということにもよるわけでございますけれど

も、医療部会、この部会におきましては、まずこの論点をある程度おまとめいただきまし

て、最終的には基本方針と一体のものに溶け込んでいくといいますか、合流していくとい

いますか、そういったことが予定される資料ということで御理解をいただきたいと思って

おります。 

 内容でございますが、表面、裏面にわたりまして約４点ということで事項を整理してお

ります。 
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 まず１点目でございますけれども、医療需要の変化への対応ということでございます。

参考資料といたしましては３－１でお配りしておりますけれども、御案内のとおり当部会

で御議論いただきました医療法の改正案、最終的には医療介護総合確保推進法ということ

で昨年成立をさせていただいたところでございますけれども、その後、所要の検討会で地

域医療構想策定ガイドラインをこの３月に取りまとめていただきました。 

 また、政府全体の動きといたしましては、内閣官房の専門調査会でこのガイドラインを

機械的に使った全国ベースでの試算ということも公表されているという状況でございます。 

 そうした状況の中で今後の予定といたしましては、既に各都道府県におきまして地域医

療構想区域ごとの構想の確定に向けて議論を始めていただいているという状況でございま

す。2025年の地域医療構想の実現に向けまして、病床機能の分化・連携というところが当

然最重要課題となっているということでございます。そうした観点から資料におきまして

は、地域ごとに病床医療ニーズの内容に応じて機能分化しながら、切れ目のないサービス

提供のため、構想に沿った４つの機能をバランスのとれた形で確保する必要があると書か

せていただいているところでございます。 

 それとも関連いたしますけれども、２つ目に在宅医療地域包括ケアシステムの推進とい

うことでございます。医療、介護を一体としまして地域包括ケアシステムをどのように進

めていくのかということでございますけれども、かかりつけ医を中心としまして多職種協

働、全ての職種あるいは医療のみならず介護の職種も共同の中に含まれるわけですけれど

も、そうした方々の連携によりながら在宅医療をどのように進めていくのかという観点の

議論が必要ではないかということでございます。 

 また、地域医療構想におきましても、慢性期のニーズは入院あるいは在宅と一体で推計

をしているということでございます。高齢者の生活実態に応じて在宅医療も含めましてサ

ービス提供をどのように進めていくかという観点から議論が必要ではないかということで、

２つ目のポツを記載しているところでございます。 

 あわせまして３つ目でございますけれども、医療分野におけるICT化の推進ということで

ございます。政府全体の重要事項といたしまして、規制改革実施計画等に基づきまして医

療機関の効率的な情報共有や医療の質の向上のためにICTの活用、電子カルテの普及あるい

は地域でのネットワークとしての活用あるいは遠隔医療等への活用等が課題となっている

ところでございまして、そうした観点からの御議論もお願いをしたいということでござい

ます。 

 大きな２つ目の柱でございます。医療従事者の確保ということでございます。１点目と

共通する点もございますけれども、チーム医療の推進という観点から医療の高度化、複雑

化が進む中で質が高く、安全な医療を提供するため、チーム医療を推進していくことが必

要ということでございます。 

 あわせまして医療従事者の確保という観点から、勤務環境の改善という視点も重要では

ないかということでございます。医療法の改正でも勤務環境改善支援センターの機能の推
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進ということがうたわれているわけでございますけれども、医療従事者の離職防止や定着

を促進し、医療の質の向上や患者満足度の向上等を図るためにも、医療機関における勤務

環境の改善が必要ではないかという視点でございます。 

 裏面にまいりまして、質の高い医療の効率的な提供ということで、これ以外の主な医療

提供体制上の課題ということでございます。30年度には次の医療計画の見直しの時期を迎

えるわけでございます。そうしたスケジュールも視野に入れながら救急医療、小児医療あ

るいは周産期医療の充実という視点は、引き続き重要ではないかということでございます。 

 次に、医療安全管理体制の向上ということでございます。この10月から医療法に基づく

事項、調査制度がスタートすることになっているということでございます。また、参考資

料でもお配りしておりますけれども、本年に入りまして特定機能病院の複数の事案、それ

に対する行政対応といったところが課題になっているところでございます。そうした状況

も踏まえまして医療事故の原因の究明、再発防止を図る医療安全対策をどのように進めて

いくかという視点も重要ではないかということでございます。 

 さらに３つ目に、医科歯科連携の推進ということでございます。高齢化が進む中で口腔

機能と全身疾患の関連につきましては、徐々にエビデンスが蓄積されてきている状況とい

うことでございます。そうした状況も踏まえまして医科歯科連携の促進が必要ということ

ではないかということでございます。 

 後発医薬品の使用促進につきましては、本年のいわゆる骨太方針におきまして、2017年

央に70％以上、さらには2018年度から2020年度までの間の早い時期に80％という目標を設

定させていただいたところでございます。こうした目標を踏まえまして、使用促進という

観点での御議論が重要ではないかということでございます。 

 最後に、医薬品・医療機器の産業の振興ということでございます。政府全体では健康医

療戦略という形で、政府一体となりましてこれを推進する体制ができてきているというこ

とでございます。厚労省におきましてはこの部会で御議論いただきました医療法改正に基

づきまして、臨床研究中核病院の指定を進めさせていただいているところでございます。

そうした臨床研究、治験の拠点あるいは体制の構築をどのように支援していくかという視

点も重要ではないかということでございます。 

 最後に医薬品、医療機器、検査等のイノベーションの推進ということでございます。参

考資料としまして先日策定されたばかりでございますけれども、医薬品産業強化総合戦略

というものを配らせていただいているところでございます。さきに述べました後発医薬品

の使用促進とも関連いたしますが、イノベーションの推進、さらに質の高い効率的な医療

の実現あるいは産業の競争力強化、これらをバランスのとれた形で実現していくことが戦

略上、重要ではないかということでございます。そうした観点からイノベーションの適正

な評価ということでの御議論も重要な視点ではないかということで、たたき台として盛り

込ませていただいているものでございます。 

 続きまして、渡辺課長から御説明いたします。 
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○医療介護連携政策課長 資料３をごらんいただければと思います。この資料は先週、医

療保険部会に提示をいたしまして御議論いただきました資料でございまして、先ほど総務

課長から御説明のございました資料２とあわせまして、本医療部会でも御審議を賜れれば

と思っております。 

 初めに、資料３の一番最後についておりますA3の別添の紙をごらんいただければと思い

ます。これが平成18年度改定からこれまでの基本方針のポイントをまとめたものでござい

ます。この紙の一番左のほうに改定の視点ということで４つ並べておりますけれども、こ

れが18年度改定で初めて基本方針が策定されたときに示された視点でございます。これま

でこの方針に沿って５回基本方針を策定してございますが、基本的にはこの４つの改定の

視点を踏襲しつつ、それぞれの視点に沿った具体的な方向というものを示してきておりま

す。また、年によりましては、例えば平成20年度改定ですと、重点課題ということで病院

勤務医の負担軽減を挙げたり、あるいは24年度改定ですと介護との同時改定でございまし

たので、医療、介護との役割分担の明確化等々を重点課題として挙げ、また、前回26年度

改定は社会保障と税の一体改革の流れの中での改定でしたので、医療機関の機能分化・連

携強化ですとか、あるいは在宅医療の充実ということを重点課題として挙げております。 

 お戻りいただきまして１ページ目でございますけれども、この１ページの上の四角のと

ころは今、申し上げましたこれまでの経過ということでございます。これを踏まえまして

平成28年度の診療報酬改定の基本方針の策定に当たって、まず基本認識ということでそこ

で３つ挙げてございます。超高齢社会における医療政策の基本方向。これにつきましては

まさに医療部会での御議論を踏まえて少し膨らませていただければと思っておりますが、

幾つか例示もそこに挙げさせていただいております。 

 ２点目は、地域包括ケアシステムと効率的で質の高い医療提供体制の構築ということで、

次の次の改定、平成30年度は診療報酬と介護報酬の同時改定でございますので、そういっ

たことも視野に入れながら、介護報酬との連携ということも基本認識としておく必要があ

るのではないかということ。 

 ３点目が経済・財政との調和ということで、骨太方針等々でもいろいろと診療報酬につ

いての指摘事項もありますので、こういったことへの対応も考えていく必要があるという

ことでございます。 

 おめくりいただきまして２枚目でございますけれども、今、申し上げましたような基本

認識に立ちまして、今回の改定の基本方針につきまして基本的な視点と、それに沿った方

向の例ということで挙げております。この方向の例はあくまでも例示ということでござい

ますので、また医療部会あるいは医療保険部会での御議論を踏まえて、ここも随時見直し

ていきたいと思っておりますが、視点の例としましては、これまでの改定と基本的に大き

な方向は変わっておりません。最初の柱は医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシ

ステムの推進ということで、具体的な方向としては入院医療のことですとか多職種連携、

先ほども出ましたが、多職種連携の取り組みの強化ですとか、あるいは在宅医療、訪問看
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護、外来医療の機能分化、医療従事者の負担軽減といったことを例として挙げてございま

す。 

 ２つ目の柱は、患者にとって安心・安全で納得できる効率的で質が高い医療を実現する

視点ということで、ここではそこにございますのはかかりつけ医等の評価ですとか、ある

いは医療連携、質の高いリハビリテーションの評価等を例として挙げてございます。 

 ３点目の柱は、重点的な対応が求められる医療分野を充実する視点ということで、ここ

で個別領域といいますか、重点分野としてここでは例としてがん医療ですとか、あるいは

新オレンジプランを踏まえました認知症患者への適切な医療の確保、精神医療の評価ある

いは難病法の改正がございましたので、これを踏まえた対応ですとか、救急小児、周産期

あるいは歯科医療、薬学管理や在宅医療等への貢献度による評価ですとか、イノベーショ

ンの適切な評価ということを例示として挙げております。 

 ４点目の柱は、効率化・適正化を通じて制度の持続可能性を高める視点ということで、

後発医薬品の使用促進ですとか、あるいは退院支援等の取り組みによる早期退院の推進、

医薬品の適正使用の推進、いわゆる門前薬局の評価、重症化予防ですとか市場実勢価を踏

まえた適正な評価等々、これもこれまでの基本方針ですとか、あるいは先ほど申し上げた

骨太方針等々での指摘等も踏まえて、たたき台ということで例をお示ししておりますので、

御審議をいただければと思います。 

 なお、参考資料としまして参考資料１というものがございますが、これは今年６月に閣

議決定等をされましたいわゆる骨太方針等々におきまして、診療報酬について言及されて

いる部分の抜粋でございます。 

 参考資料２は、今、申し上げました具体的な視点に沿って、既に中医協では検証報告な

どの調査の報告もされておりますので、そういったデータ的なところを中心に現状の資料

をまとめております。一つ一つ御説明申し上げませんが、今後の御審議の中で参照いただ

ければと思います。 

 以上でございます。 

○田中部会長代理 ありがとうございました。 

 では、これまでの説明について、各委員の方々からの御意見をお願いします。邉見委員、

どうぞ。 

○邉見委員 事務局に質問なのですけれども、医療部会と医療保険部会は同格でしょうか。

実は委員も選ばれ方が違うと思いますし、結論が分かれた場合に両論併記ということで実

は西澤委員とも先ほどお話したのですが、平成22年のときに医療部会と医療保険部会が分

かれたのです。両論併記ということで私たちは斎藤部会長にお預けしたのですけれども、

８対２か７対３ぐらいで医療保険部会の意見が通っていました。というのは、やはり官邸

に近いのは医療保険部会ではないか。我々の供給体制よりも先に経済的な視点が来るので

はないかということを危惧しているのです。今回はそういうことがないようにしてほしい

なと思うので、このような質問をしています。いかがでしょうか。 
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○田中部会長代理 どなたがお答えになりますか。総務課長ですか。 

○総務課長 社会保障審議会の下にいずれも部会として置かれているものでございまして、

医療部会は御案内のとおり医療提供体制改革の制度論について御議論をいただく。医療保

険部会は同様に医療保険制度について御議論いただくということでございますので、格と

いうのがどういう御趣旨かわりませんが、組織としては同じレベルの組織であると理解し

ております。 

○邉見委員 わかりました。それならば会議の順番が逆ではないですか。医療部会を先に

やって医療保険部会を後でやるのが普通ではないですか。医療の現実を先に討論して、後

で保険の意見を出すのが普通のやり方ではないですか。保険部会は何か日程の都合で、委

員の都合でそうなったのですか。 

○総務課長 この基本方針にかかわる議論につきましては、医療部会あるいは医療保険部

会それぞれ現時点では３回程度御審議いただきまして、おまとめをいただきたいと考えて

おります。その１回ずつの前後関係はまさに今おっしゃいましたとおり、多忙な委員の先

生方が一番集まりやすい日程ということで、部会長とも相談してセットさせていただいて

いるものでございまして、その前後関係につきましてはそれ以上の意図は全くないという

ことを申し上げます。 

○田中部会長代理 最初に加納委員、次に菊池委員の順でお願いします。 

○加納委員 今の話をもって考えますと、やはり我々現場のことをしっかり伝えるのがこ

の医療部会であるとすれば、この中で来年度の診療報酬を議論するに当たって１つのキー

ワードは、高齢者の救急ではないかと実は思っております。地域包括ケアにしろ、在宅、

医療機関等でもありますが、在宅の患者さんの急変時にどういった形で対応するかという

トリアージをしっかりとしていかなければいけない。その点に関しまして１つの確認をし

ておきたいなと思うのですが、高齢者の救急は一番責任を持ってやるところがどこである

か、ということをきっちりと議論しておくべきではないか。それを評価する診療報酬にぜ

ひともしていただきたい。 

 ひとつは、今どうしても三次救急へ高齢者の方が流れている実態がありまして、三次救

急が疲弊しているという実態があります。本来これは二次救急がやるべき仕事ではないか。

そこでトリアージをして、二次救急で手に負えないものは三次救急へ、いわゆる最後の砦

としての救命センターに運ぶ。また、二次救急で在宅に戻せるのであれば在宅に帰すし、

慢性期の機関でも診られるなということであれば、慢性期医療機関のほうへ移していく。

そういう意味で今後、高齢者がこれから10年、20年急増する、特に都会で急増する高齢者

救急に関しての主役は、二次救急なのであれば二次救急に関してしっかりとした診療報酬

の評価をしていただきたいかなと思っております。 

 残念ながら26年度で、資料３の３ページを見ていただいたらわかるのですが、22年、24

年と救急に関しては重点事項になっていたのですが、26年度はなくなりまして、確かに逆

に二次救急に対して厳しい前回の診療報酬改定がありましたもので、こういう発言をさせ
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ていただいております。 

○田中部会長代理 ありがとうございました。 

 菊池委員、どうぞ。 

○菊池委員 資料２と資料３の内容におおむね賛同いたします。その上で４点、意見を述

べさせていただきます。 

 まず医療需要の変化への対応というところで、病床機能の分化・連携がございますけれ

ども、退院支援と訪問看護の強化が必要ではないかと考えております。患者さんと家族が

不安なく退院するためにも、この退院調整機能が重要になってきております。高齢者の増

加で今後病気や障害を抱えたまま退院されて、かつ、家族が老老介護や独居高齢者も多い

中で、退院支援のニーズが著しく増加して複雑になってきております。住宅改修やリース

医療機器の調整などもどこで誰が担うか明確になっていない、家族形態の変化で治療方針、

療養方針の意思の確認や合意形成が難しいなどの状況がヒアリング調査でわかりました。

退院支援室のない病院もまだありますけれども、退院支援室を持っている病院においても

退院支援がニーズの増大に対応し切れない状況も出てきております。病棟のナースも退院

支援を意識しながら支援室に早い時期から連携する必要があると考えております。退院支

援の強化が病院機能の分化や在宅医療の推進の観点から重要ですので、ぜひ論点及び改定

の基本方針に明記していただきたいと思います。 

 訪問看護も引き続き重要だと考えておりまして、今後は特養への訪問看護のサービス導

入の拡大や、NICUを退院した重症度の高い小児への訪問看護の充実も図る必要があると考

えております。 

 ２点目は、認知症や認知機能が低下した高齢者への対応体制の強化が必要だと考えてい

ます。新オレンジプランが策定されましたが、認知症の方の増加に伴ってその対応策が医

療現場においても非常に重要になると思います。そういう患者さんが増加する中で、特に

夜間など安全・安心なケアの提供に苦慮することが多くなっていると現場からは聞いてお

ります。また、骨折、肺炎など身体疾患で入院された高齢者が、心身の状態の変化ととも

に病院という新しい環境に適応できずにせん妄症状、認知機能低下が出てくる方が数多く

見られます。高齢者のこのリスクを予測して、早いうちから予防的にケアする体制の強化

が必要と考えます。 

 ３点目は、医療勤務環境の改善です。国は女性が活躍する社会づくりを目指しておりま

す。医療従事者の勤務環境改善は、昨年の医療法改正で医療機関の管理者の努力義務とな

るなど重要な施策として掲げられました。医療従事者には女性が多く、例えば看護では就

業している看護職員約157万人のうち、女性が94％を占めています。これまで多くの看護職

員が勤務環境が厳しいため家庭との両立ができずに離職していました。特に24時間365日の

交代制勤務を行う看護職員については、看護師等の人材確保の基本方針で示されておりま

す夜勤体制が実現されるように、体制整備をする必要があると思います。 

 ４点目が、質の高い医療の効率的な提供のところの最初に書いてあります、救急医療、
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小児医療及び周産期医療の充実で、これも重要だと考えております。本会が三次救急医療

機関を対象に昨年調査した結果では、初療体制を初めとして人員体制にばらつきがあって、

三次救急で働く看護職の負担が大きい場合があるということもわかりました。地域医療を

守るためにも救命救急センター等の充実は重要と思われますので、必要な人員が整えられ

るような対策が必要と思われます。 

 また、周産期医療に関して現在、地域では産科のある病院が減少するなど、安心して出

産できる環境確保が年々難しくなってきております。地域ごとに出産環境を確保するため

の対策が必要だと思います。 

 以上、４点につきまして論点及び基本指針に明記をお願いいたします。 

○田中部会長代理 ４点の御要望で、救急については加納委員と同じでした。 

 山口委員、どうぞ。 

○山口委員 山口でございます。 

 ３つほど意見がございます。 

 今の菊池委員から退院支援のお話がございましたけれども、依然としてなかなか病床機

能が分化・連携していることが、一般の患者というか国民には理解が進まないのが現状と

してまだまだあると思っています。まして地域医療構想にしても、病床機能の報告制度に

しても、住民の参加という声がなかなかまだ聞こえてきていない。今から始まったところ

ですけれども、よりそれを進めていかないといけないということも含めて、退院支援とい

うところを手厚くしていただくことが、そういう病床機能の分化・連携をしているんだと

いうことを理解した上で、自分はどこに行くのかということを納得した上で転院、退院を

するということからも、この退院支援の役割はとても大きいのではないか。まず１点目は

思います。 

 それから、資料２の裏面に医療安全管理体制の向上というところがあります。私は今、

先ほども特定機能病院の話がありましたけれども、大学病院等の医療安全に関するタスク

フォースにかかわらせていただく中で、22病院の大学病院のヒアリングに同行させていた

だいてまいりました。そこで医療安全管理体制ということをいろいろお聞きする中で、か

なり管理者の方が医療安全に対して十分な理解を持っておられるところは、点数にならな

くても一生懸命医療安全に取り組んでおられるということはわかりましたけれども、なか

なか点数がつかないところでは十分な体制が維持できていないということも、実際に実感

をしてまいりました。ですので10月から医療事故調査制度が始まるという中で、院内調査

をしっかりやっていかなければいけないとすれば、この院内の医療安全管理体制というも

のがしっかり構築できないといけないと思っています。ですので、ここの要件にしっかり

とした医療安全管理体制をつくるための手厚い報酬ということも大事ではないかというの

が２点目です。 

 ３つ目に、資料３の中に患者にとって安心・安全で納得できる法律的で質が高い医療を

実現するという視点の例として、かかりつけ医の評価、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬
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剤師・薬局の評価ということが書かれておりますけれども、今、医薬食品局でかかりつけ

薬局とは何かという定義を検討会の中でして、さらには健康づくり支援薬局となるか、名

前はまだ未定ですけれども、こういうものがかかりつけ薬局ですよという基準づくりを一

定話し合って、私も参加してまいりました。そういうかかりつけということからしますと、

ここに患者にとって安心・安全、納得と書いてありますけれども、やはり患者が選んで決

めるという視点がとても大事だと思います。ここにかかりつけ歯科医と書いてあるのです

けれども、確か私の記憶では約10年ほど前にかかりつけ歯科医ということで初診料、再診

料の点数がついて廃止されたときに、形骸化しているとか、歯科医師のためのものになっ

ているということが問題になったように記憶しておりますので、患者が選ぶという視点で

このあたりのところをぜひ考えていただくときに、重要な視点にしていただきたいと思い

ます。 

 以上です。 

○田中部会長代理 中川委員、どうぞ。 

○中川委員 確認なのですが、この資料２と資料３はどちらがたたき台になるのですか。 

○田中部会長代理 総務課長、どうぞ。 

○総務課長 たたき台という性格はいずれも初めての議論ですから、両方ともたたき台な

のですが、本日の議論は先ほどの邉見委員との御指摘とも関連すると思いますけれども、

医療部会の所管は医療提供体制をどのように改革、整備していくのかということでござい

ますので、私どもの意図としましては、本日は資料２の医療提供体制の改革の観点からま

だほかにどういう視点が必要なのかとか、この視点の方向性はどうなのかということを本

日は中心に御意見を賜りまして、できればある程度これについてはコンセンサスを得て、

またそれを医療保険部会のほうにもお伝えしながら、最終的には１つの基本方針という形

にまとめるのが一番いいのではないかと思っておりますが、先ほど両論併記になった例も

ある。私は不勉強で過去の経緯については承知しておりませんでしたけれども、違う組織

ですからそういうこともあり得るわけですけれども、望むべくは１つの基本方針という形

に、最終的には資料２も含めた形で両部会でおまとめいただくことを事務局としては想定

しております。 

 ただ、別に３回しかない議論の機会でございますので、そのほかにつきましても流れの

中でいろいろと御指摘、御意見をいただくことはあるのかなと考えております。 

○中川委員 わかりました。 

 それで委員がこれを書いてください、あれを書いてくださいと先ほどから随分多くの項

目をおっしゃっていますけれども、書いてくださいと言うと書いてくれるのですか。なぜ

聞くかというと、委員からたくさんの意見があったり、要望があって、都合のいいことだ

けを拾い上げて書くのか、もしくはほかの委員から反対がなければそのまま書かれるのか

ということが非常に気になります。その辺のところ、きょうは言いたい放題委員の皆さん

言ってください。そして次から少しずつ絞っていきましょうという感じですか。いかがで
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すか。 

○田中部会長代理 進め方について、総務課長。 

○総務課長 そこは審議会の運営方法にかかわることですので、事務局でどこまでお答え

していいのかということはあると思いますけれども、いずれにしましても例えば資料２に

つきましても、この部会でコンセンサスを得ておまとめいただくということだと思ってお

りますので、３回しかない議論でございますので、もし方向性等に御異論があるという場

合がもしあれば、その都度項目ごとに御議論をいただくという方法もあるかと思いますし、

議論は次回というようにすることがあります。これは座長の仕切りかなと思いますけれど

も、いかがでございましょうか。 

○田中部会長代理 吉田審議官、どうぞ。 

○吉田審議官 今、総務課長から申し上げた、事務方がどこまで申し上げるかという制約

はあろうかと思いますけれども、医療介護連携審議官ということで医政局も保険局も併任

している、非常にこういう場においては立場のつらい者として一言申し上げますと、冒頭、

邉見委員からおっしゃったように、この会議、医療部会としての御議論は医療部会として

の御議論としてきちんと尊重されるべきもので、医療保険部会との間に先ほどの言葉をか

りれば、上下あるいは甲乙があるわけではないと私ども事務局としては理解しております。

その上でそれぞれ御議論いただいたものを最終的にはこの資料１にもございますように、

中医協というところへ次に申し送り、そこにおいて物事を再度中医協は中医協としての御

議論をいただくという流れになっておりますので、先ほど総務課長から申し上げたように

なるべくいろいろな調整の中まとめていただきたいというのが１点。 

 その上で先ほど中川委員から、きょうの進め方をどうするのかという御趣旨あるいは今

後この３回というように先ほど来、申しておるものについて、どのように進めることを事

務局の頭にあるかということをあえて申し上げれば、やはりきょうは初回でもありますし、

あくまでもこれまでの医療部会での取り組みあるいは御議論を踏まえた上での資料２のた

たき台をつくらせていただいていたり、あるいは医療保険部会の資料３につきましても、

これまで医療保険部会としていろいろ御議論いただいたものを念頭に事務局として提案を

させていただいたたたき台ということでございますので、少し背負っている背景が違うか

と思いますけれども、どちらから見るかにしても、日本の医療というものを考えるべきと

いう思いにおいては共通していると思っておりますので、きょうのところはそれぞれの委

員からの御発言を私ども事務局方としては伺わせていただけるとありがたい。その上で最

終的には多少、文章に落とし込んでいくときにめりはり、あるいは思いの強い弱いという

ものがあるかもしれませんので、それはまたそのあたり、形にした上で各委員からの御議

論を賜るというのが、私ども事務方として念頭に置いている作業スケジュールというか、

イメージでございますが、それも含めてきょうここで御議論いただければ、それを踏まえ

て私ども対応したいと思います。 

○中川委員 年末に予算編成で改定率が決まるわけですが、余り盛り沢山基本方針にたく
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さんの御希望を書かれると収拾がつかなくなると思うのです。できるだけ総論にとどめる

というような基本的なスタンスが大事かなと思うので、私は各委員の皆様には余り個別具

体的な要望をたくさん出さないほうがいいのではないかという要望をいたします。 

○田中部会長代理 この点に関連して、樋口委員、どうぞ。 

○樋口委員 私は素人なのできょうの議論を聞いただけの話で申し上げますけれども、２

点だけ申し上げますが、資料３で医療保険部会で提示された資料がここで同じように提示

されている。改定に当たっての基本認識についてというところで書いてあるのは、いずれ

ももっともなことなのです。ほかの資料だってもっともなことしか書いていないわけです

けれども、つまり我が国で今、問題になっているのはまず超高齢社会である。それから、

ちょっとここで抜けているのは、少子高齢化という話があるから、日本の現状を考えれば

小児対応の話がもう一本の柱として私は入るべきだと思いますけれども、それ以外に地域

包括ケアシステムというものをとにかく推進してやっていく。これはオーバーラップもし

ていると思いますけれども、それで経済・財政との調和も必要だと。まことにもっともな

ことなので、医療部会が医療提供体制に関係する人が多いからということだとは思います

が、この資料はこの資料としてたたき台として意味があるのですけれども、２つの部会を

連携するためには、この超高齢社会の問題と地域包括ケアシステムの問題と経済・財政と

の調和という題目のもとに医療提供体制のところ、それでできれば先ほど言ったように、

私個人としては少子高齢化があるから小児、産科の問題を別に当てたほうがいいと思いま

すけれども、そういう表題でこれをもう一つ並べかえていただく。そうすると議論が一層

かみ合うことができるかもしれないと感じました。 

 ２つ目ですが、３の別添というものです。そうすると私などは何も知らなかったのです

が、例えばこのような基本方針を立てるというのが10年目に入った。だから今までの経験

があるわけです。こうやって今、中川さんがおっしゃいましたが、いろいろ全部並べてと

いう話はやはりなくて、特にこれでどの程度絞ったのか私には判断できませんが、それぞ

れの会で重点化、重点項目というものを一番上に挙げて、それぞれの年に診療改定が行わ

れているということだけはこの表を見ればわかるわけです。 

 それだけの経験があるのであれば、診療報酬の改定というもので日本の医療制度をどれ

だけ変えられるかというのはなかなか大変なことなのではないかと思いますけれども、こ

れを変えたから全部が変わるなんていう話はないと思いますけれども、一方では大きな影

響も及ぼすわけですから、過去のこの表の中へ、これは難しい注文かもしれないので、聞

き流しておいてもらえればいいと思うのですけれども、こういうように重点項目を挙げて、

こうやったのだけれども、それですごくうまくいった。すごくでなくていいのですけれど

も、うまくいった。ここは意外に何らの影響を及ぼさなかったというものが１例でも２例

でも具体的な事例が出てくると、今回その中で失敗に学んでそこをもう一回、別の形でや

ってみようとか、今までの経験に照らして何か新しい重点項目というものがそちらのほう

からも出てくるということはないのだろうか。本当に素人の考えですが、感じました。 
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 ２点申し上げました。 

○田中部会長代理 ありがとうございます。 

 中川委員、樋口委員から全体のあり方について議論が提示されましたので、そちらを先

に扱いましょう。個別項目に関するそれぞれの団体等の御意見は後にしまして、全体のあ

り方について。 

○邉見委員 全体のあり方から言いますと、私も少子化が一番だと思ったのですけれども、

少子化というのはなかなか診療報酬に結びつけていたら生殖医療とか、そういう個別にな

ってしまうので、なかなかこれで難しいかなとは思うのですけれども、きょう木戸委員が

来られていますので、また後でお話を聞けるかもわかりませんけれども、大きなもので言

えば内閣の大きな柱の地方創生。これは私、田舎の病院の代表でもありますので、地方創

生というのは難しいと思うのですけれども、地方消滅防止ぐらいの重点項目があってもい

いのではないか。これは医療と教育がなければ地方は消滅していくわけです。もう限界集

落。学校と医療機関がなかったら大体そこに住めなくなりますから、子どももよそへ行き

ますし、年寄りもよそへ行きますからなくなっていくわけです。だからやはり機能分化と

連携とありますけれども、連携もできない、分化もできないような１つしかない病院を救

えるようなシステム。医療資源の少ないところに対して難しい専従とか専任などを緩やか

にして取れるようなというものを１回つくりましたね。数年前に。あれがほとんど取れな

いのです。だからもう少し医療資源の少ないところに対する目配りということを大きな基

本方針のちょっとぐらいの視点にも入れていただいたらいいのではないかと思います。 

○田中部会長代理 荒井委員、どうぞ。 

○荒井委員 全国知事会を代表して参加させていただいていますので、この基本方針の議

論につきましては、地方行政とりわけ都道府県行政の立場から見た意見を若干、総論的に

申し述べさせていただきたいと思います。 

 今回の医療法の改正により、都道府県知事は地域医療構想を策定する役目を仰せつかり

ました。それとともに医療費適正化計画あるいは国民保険県営化という大きな３つの軸が

地域の役割になってきたわけでございます。その際、医療の価格が多様な地域医療の状況

に適切に適用され、地域医療の向上に効果的であることを切に望むことが基本的な考え方

でございます。 

 そのような観点から、今回の診療報酬の基本方針策定の議論にお願いしたいことがござ

いますが、大きな点は診療報酬制度をよりアカウンタブルなものにしてほしい。診療報酬

制度のアカウンタビリティーを向上させてほしい。これは患者さんだけでなく、医療機関

だけではなく、保険者、国民、全部がアカウンタブルな診療報酬制度を望んでおられるわ

けだと思います。どのようなアカウンタビリティーが必要かという地域行政から見たアカ

ウンタビリティーの範囲について、若干だけ申し上げさせていただきたいと思います。 

 基本的な枠組みについては、この診療報酬で償うべき対象範囲のアカウンタビリティー

という部分でございます。診療が全てかというと、その付属的な行為もありますし、とり
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わけ今度は医療と介護の境界、介護保険は別の保険でありますので、その境界は何が医療

で何が介護かというのを、境界が30年改定のときは明確な境界が求められると思いますの

で、その基本的な考え方をより整理していただく必要があろうかと思います。 

 また、付帯条件あるいは適用の範囲ということがありますが、同じ診療行為であっても

大病院で行われるのか、診療所で行われるのか、在宅で行われるのかで付加的な点数がつ

けられているようでございますけれども、とりわけ在宅医療での価格、医療価格よりも訪

問した価格というのが診療報酬かどうかという素人的な疑問もあります。しかし、訪問す

る必要性はありますので、それをどのように診療報酬で確保するのか。ほかの手段で確保

するのかという議論が惹起されつつあるように感じますので、そのような基本的な診療報

酬の適用範囲ということを改めて議論していきたいと思う。 

 ２つ目の範囲は、診療報酬が効くところと効かないところ、同じ薬でもよく効くところ

と効かないところがありますが、よく効くのは医療資源の移動によく効くような感じがい

たします。収益性があればどっと移動される。効き過ぎたと医療当局が思っておられる場

面もあるし、思うほど効かなかったと思われるところがありますが、その限界をこの際よ

りよく感じて、医療の質の向上とか医療の提供体制になかなかすぐには効かないというよ

うな感じがいたしますし、需要に対してはすぐに効かない。窓口での自己負担が上がれば、

あるいは下がれば頻回受診の回数とか受診先にかかわることは明確でございますが、この

際、診療報酬とは何かということを、これもアカウンタビリティーですから基本的なとこ

ろを明確にしていただきたい。それを受けて地域の医療提供体制の構築を検討していきた

い。 

 ３つ目になりますが、今の議論だと診療報酬制度の適用、活用だけでは、医療提供体制

に対する効果に不十分なところがあるように見受けられますが、そうすると他の医療政策

ツールの併用が必要かと思います。地域医療介護総合確保基金というものができましたが、

診療報酬価格政策だけではなしに、補助金政策、規制政策、税制などポリシーミックスの

分野だと思いますが、地域でのベストミックスをどのように確保するのかというのは厚労

省の大きな関心だと思いますけれども、ベストミックスの確保というのは難しい。このよ

うな政策ツールを活用するとベストミックスになりますよというのは国は言えますけれど

も、なったよというのは地域でしかなかなか言えない面がありますので、この政策ツール

のベストミックスの例はこれですよということを追求していただきたい。 

 医療の診療報酬のKPIというKey Performance Indicatorsはなかなかつくれないのですけ

れども、全体の医療のKPIというのはもう少しつくれる。その中で診療報酬はどのようなフ

ァクターで、どのように役目を果たしたかということをぜひ分析をしていただきたい。こ

の政策ツールのミックスで例を挙げますと、例えば病院は病院バスがありますけれども、

診療所はなかなかバスがないですね。昔は自転車で、今はマイカーで訪問されるのもなか

なか大変。患者さんに病院へ来てもらうというときに、奈良県では病院バスとか診療所に

行くバスというのは地域の必需品だと思うようにしようと思っている。これは診療報酬で
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やる政策ではなしに、移動手段に係る施策とか、あるいは総務省の交付税措置などで地方

行政が担うべき義務だ。病院には安い費用で行けるんだということが達成されるという国

になってもそろそろいいのかなと思います。病院バスだとか、マイカー、路線バスで行か

れるのも、それぞれ高齢化になられると不便な状況でありますので、その病院のアクセス

ビリティーが重要ということになりますが、診療報酬でアクセスビリティーを確保するの

はなかなか遠い目標であるように思います。それは地域でこのような手段で確保していく。

厚労省でなくても総務省とか国交省と話していただいて、そのときに地域から提言して、

それぞれの省に要求するということもできると思います。医療部会でそのようなことをす

べきだと言っていただければ元気が出る。診療報酬の議論でありますけれども、他の政策

ツールのベストミックスも追求しろよという議論が出てもありがたいかなと思います。 

 最後になりますが、医療提供体制の構築の課題で診療報酬自身に対する意見は、地方が

言うツールは多少あるのですけれども、そのような能力もありませんし、なかなか言う機

会もないわけですが、そのような地域医療提供体制に格闘している中で診療報酬はこうい

う点で効き過ぎたとか、余り効かなかったといった類いの所見が出せる面があろうかと思

う。そのような所見を国のほうで受け取っていただくようなガイドラインとかプロトコー

ルがあったらいいのではないかと思いますので、ほかの知事さんとか知事会にもそのよう

な意見も含めて、ベストミックス追求の地域医療行政のいろいろな例、サンプルケースを

出していくようになって、国の行政と診療報酬、国で決められる公定価格の行政といいよ

うにミックスすれば、医療の質が地域地域で向上すると切に望むものでございます。 

 以上でございます。 

○田中部会長代理 吉田審議官に少し解説というか答えていただきたいのですが、今の政

策ツールとしての総合確保基金あるいは医療法等との関係を具体的にどうするという意味

ではなくて、全体の政策ミックスとして持っていらっしゃるかということと、この３回の

シリーズで我々が扱う、特に診療報酬に関わることではここに絞り込んでほしいとか、少

し交通整理をしていただけますか。 

○吉田審議官 医療介護連携担当審議官です。御指名ですので。 

 今回、私どもこのような形で御議論いただく大きな流れとしては、地域包括ケアという

ものを地域でどう進めるか。そうすると、この医療部会でも追求していただいている医療

機能の分化、強化、そして連携というものをどう進めるかというものを追求する際の手法

として、今、荒井知事が御整理いただきましたように、ある人の言い方によれば診療報酬

一本足打法から基金のような形、あるいはまちづくりというより広い分野も入れてつくっ

ていこうという流れであることは改めて申し上げるまでもなく、この場における共通事項

かと思います。 

 あえて座長代理の御指摘で言えば、診療報酬というのはどうしても全国一律価格になり

ますし、個々の医療行為に対してプロバイダーの方々に対しての評価という形になります

ので、今、知事がおっしゃっていただいたように、受療行動にそれがどのように影響を及
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ぼし得るかということについては一定の制約もありましょう。また、昨今の地域包括ケア

という形で進めようと思えば、改めて申し上げるまでもなく、この部会からも生み出して

いただいた地域医療構想あるいはそれのもとになります病床機能報告というもので見える

化しながら、地域の中で進める際には人づくりですとかICTですとか、あるいはお互いの連

携強化というものを進めて、それはなかなか診療報酬では無理だと私どもが申し上げ切る

わけにはいきませんが、やはり制約があるとすれば、今、知事がおっしゃっていただいた

ような基金というツールもあるだろうというのが今、医療政策を進める際の大きな流れ。

かてて加えれば今、代理からおっしゃっていただいたような規制手法もあるのかと思いま

すが、まずは民間医療を中心に、そして地域の自治体の病院もそれぞれの役割を果たして

いただいている中で進める、政策のまさにポリシーミックスだと思っています。 

 今回御議論いただくのは、その中でもまずはこの後、参考資料でその後の動きについて

御報告する資料もございますけれども、診療報酬という局面において何をするかというこ

とを御議論いただきますので、今、荒井知事から視点広く、全体を広げていただいたもの

を踏まえながら、まずは報酬政策の中で今日お示ししている２なり３なりのたたき台など

で議論を深めていただいて、次期改定に向けて中医協につないでいただけるとありがたい

と事務局としては思っております。 

○西澤委員 今、荒井委員が言ったことは本当に全部もっともだなと思います。このよう

な議論はどこか政府のトップあたりですることなのですが、なかなか我々提供側とか現場

を入れての場がないと思っています。この医療部会がふさわしいか、ほかの部会がふさわ

しいかわかりませんが、そういう議論をする場はぜひつくっていただいて、かつ、もっと

時間をかけてやってほしい。この医療部会にしても、その一部は議論する場だと思います

が、残念ながらこの１、２年を見ても何回開かれたか、何を議論したかというとかなり不

満があります。今回も診療報酬改定があるから、その方針を決めろと言われ集まっても、

その前段階の議論の積み重ねがないまま、急にここでやってもどうなのかという意味では

荒井委員の言うとおりだと思います。ぜひ今後考えていただければと思います。 

 今回、時間が迫っていますので、次期診療報酬改定の基本方針ですが、たたき台の資料

の論点は大項目としてはこれでいいのかなという気がしています。あとはこれをどのよう

に中項目、小項目に分けていくかだと思います。 

 この場は医療部会ですから、私たちがどういうスタンスで物を言うか。やはり我々提供

側は質の高い安全な医療を国民に提供するのが使命であり、そういう提供体制をつくると

いうことだと思います。そのような提供体制をつくるために診療報酬がどのような寄与を

するか。そういう観点で議論すべきだと思っています。 

 そうすると、今回の議論は大体いいのですが、２番目の４つの中の医療従事者の確保と

書いてありますが、実は今、医療従事者は本当にいません。これはいろいろな理由があり

ます。しかしながら、検討項目はチーム医療の推進と勤務環境の改善だけです。この医療

従事者の確保というところは大きな柱として今回は入れていただきたい。もしかしたらこ
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れは重点項目として別に、書き込む必要があると思います。実は東京でも医療従事者がい

ない。要するに景気がよくなってほかの仕事に行っていなくなる。一方、地方からはどん

どん都会のほうに医療従事者が出ていきます。このことは診療報酬でどこまでできるかわ

かりませんが、１つの大きな柱としていただきたいと思います。 

 また、あとは質のほうですが、次の３番目にありますが、今回、医療法改定で19の法律

が通りました。診療報酬で誘導してはいけないのですが、バックアップする必要があると

思います。ここに書いてある医療管理体制の向上などはその１つ。それ以外にもあると思

います。そのあたりをもう少し項目を拾い出していただければと思います。 

 以上です。 

○田中部会長代理 渡邉委員、どうぞ。 

○渡邉委員 いろいろ議論があると思いますが、少子高齢化が進む中で、医療提供体制改

革を行うために診療報酬改定という手段を使って対応することは、１つの大きな視点であ

ろうと思っております。歯科としましては２点についての御検討をお願いしたいと思って

おります。 

 １点目は地域包括ケアシステムを推進する上で、引き続き在宅歯科医療の充実をお願い

したいと思っております。御存じのように歯科はほとんどが外来で提供されておるわけで

ございます。医科の疾患があった場合、入院等をされますとこれまで通院されていた患者

さんの情報が入らないということが起こります。かかりつけ歯科医としての関係が途切れ

てしまうということが大きな課題となっておるわけでございます。 

 歯科を持つ病院は全国に約２割と少なく、ほとんどの病院が歯科を併設していないとい

うことがあるわけでございますが、地域の歯科診療所を活用できるように歯科のない病院

と連携がうまくとれ、訪問歯科診療が効果的に提供できる仕組みを検討していただきたい

と思っております。 

 例えば医師会を中心として作成を進めてきたかかりつけ連携手帳には、歯科医師会ある

いは薬剤師会も共同でかかわらせていただいておるところでございます。これらが職種横

断的に活用されることにより、患者さんがより安心して療養ができるということと、形骸

的という言葉も先ほどありましたが、かかりつけ歯科医としての機能を発揮できるための

評価をしていただきたいと考えておるわけでございます。 

 ２点目といたしましては、勤務医の方の負担軽減の観点から、平成24年度、平成26年度

と歯科診療報酬で周術期に関する口腔機能管理や医科歯科連携の評価が行われたわけでご

ざいます。周術期にかかわらず、歯周病と糖尿病との関係など、歯科および口腔と全身と

の関係が近年明らかになってきております。こういう視点は結果的には患者さん、そして

医科あるいは歯科の医療機関双方にとって有意義であろうと思っております。こういう流

れを次期改定においても踏襲をしていただければということで発言させていただきました。 

 以上でございます。 

○阿部委員 総論として、医療部会と医療保険部会はどちらが格上とか、開催が先とか後
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ではなくて、それぞれの役割を果たしていけばいいと思うのです。特に医療保険部会であ

れば資料３の中の１枚目の下でありますが、経済・財政との調和は極めて重要なことであ

るため、しっかり議論していただければと思います。 

 その上で、こちらのほうの医療部会の課題、資料２でございますが、たたき台として大

体中身としてはよくわかるものでございます。特に病床機能の分化・連携というのが一番

大事でありますが、参考資料２の４ページについて質問させていただきます。７対１病床

の数の動向でございますが、確かに全体の数は減っているわけでありますが、直近で見て

半年余りで7,700の減少に加えて5,300の増加がありましたが、なぜ増えたのでしょうか。

何か今おわかりであれば教えていただきたいというのが１点目です。 

 それから、病床機能の分化・連携が進むと、例えば医療従事者の確保の中のワーキング

環境の改善みたいなところに何か望ましい影響があるのでしょうか。今、お考えがあれば

お聞かせ願いたいと思います。 

○田中部会長代理 では２点の質問、どなたがお答えになりますか。 

○医療課長 保険局の医療課長でございます。 

 まず１点目の御質問ですけれども、この増えた部分のところがどういう理由でというか、

どういう形で増えているかというところまでは把握しておりません。基本的には施設基準

に合致すれば医療機関さんが申請してきて、問題がなければそのまま届けられて進むとい

うことですので、それ以上のことはこちらのほうではわからないと考えております。 

 ２点目の御質問は、機能分化が進んでいく中で従事者の方の確保とか勤務環境の改善に

資する部分もあると思いますし、それとは別にしっかり考えていかなければいけない部分

があるのだろうなと思って、中医協の事務局をさせていただいております。 

 以上です。 

○田中部会長代理 山崎委員、どうぞ。 

○山崎委員 今回の柱は４本あるわけですが、救急を含めて、今回、地域医療構想で病床

を機能分化させるという方向性があります。私の病院は一般救急と精神の救急と両方やっ

ているのですが、搬送されてくる、救急の患者さんと終末期の救急の患者さんが中心です。

終末期の救急の患者さんも自宅で急変すれば、救急車を呼ぶわけですから救急で病院に搬

送されるわけです。一方で地域包括といって在宅、老健、特養を含めた在宅系の施設で診

ていこうという動きがある一方で、患者さんは救急車で病院に搬送されるというのが現状

です。その患者さんの中には先ほどお話したように元気だった人が急変したのと、終末期

の患者さんを施設対応していたところで、患者さんが急変しても施設看取りではなく、救

急搬送されています。 

 問題点は、そういう在宅系の施設で亡くなったときに死亡診断書を誰が書くのかという

ことで、結局、施設は病院に搬送して病院で心肺停止で亡くなれば、診察した先生に死亡

診断書を書いて貰うというのが一般的になっているのですが、一方で病院のベッドを少な

くして在宅、地域包括といった流れの中で高齢者がこれから増えるわけです。その地域で
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増えた高齢者を救急車で病院に搬送していたら、病院の急性期病床を削減すると終末期患

者の看取りの場が無くなってしまうと思います。したがって、今回の検討事項に地域の看

取りをどうするかという項目をきちんと入れてほしいというのが１点です。 

 もう一つは、後発医薬品の使用促進については、何回か診療報酬改定の度に出ています

が、後発医薬品と言っても、１つのメーカーの薬について、30社も40社もあるわけです。

そうすると、本当に30社とか40社のメーカーが発売している薬が同等の効果を持っている

のか検証されているのですかというのが１点。 

 もう一つは、外国の場合は後発医薬品というと大体メーカー価格の15％とか20％なので

す。それが日本の場合というのは大体６割を中心に値段を保証しているというところがす

ごくおかしい。これは今年全米医薬協会の会長がちょうど来日して話をしていた時に、彼

の会社の鼻炎の薬は３ドルだったのですが、特許切れのジェネリックが発売された途端に

10セントになってしまったという話でした。これは極端な例なのでしょうけれども、その

ようにジェネリックはその６割の価格を国が保証しなければならないほどの値段なのかと

いうのと、それともう一つ、ジェネリックの原料の半分以上を、外国から輸入しているの

だそうです。したがって、そのジェネリックの原料を高く買わされてしまっていて、それ

でジェネリックを６割で買わなければならないような構造になっているのかということと

か、使用促進を政策的に運用する前に、そういうジェネリックについての不透明な部分を

きちんと整理しないと、我々は使いにくいと思います。 

○田中部会長代理 相澤委員、どうぞ。 

○相澤委員 まず１つなのですが、資料３の改定に当たっての基本認識なのですが、先ほ

どいろいろな意見がございましたが、私は今この医療提供体制を変えなければいけないと

いうのは人口減少の問題がすごく大きいと思うのです。それにもかかわらず、超高齢社会

だけに対応してもいいのか。ただ、人口減少が地域によってかなり格差がある。これがす

ごい問題で、これに対しての医療提供体制をつくっていくかというのが地域によって違う

んだということに私はなってくるのだろうと思っていて、その視点がないと何かとんでも

ない画一的な変な診療報酬になっていくのではないかというのを心配しています。 

 それから、改定に当たっての基本認識の②なのですが、どんなところでもそうなのです

が、「地域包括ケアシステムと」と「効率的で質の高い医療提供体制」の２つが書かれてい

ます。地域包括ケアと効率的で質の高い医療提供体制は別物になっていて、本当は地域包

括ケアはほとんど在宅、時に入院ということをやっていくためには、効率的で質の高い医

療提供体制と地域包括ケアシステムというのは、合体しているような形でつくっていかな

ければいけなくて、それが多分総合確保方針なのにもかかわらず、地域包括ケアシステム

はこっち、効率的な医療提供体制はこっちということで今、議論されていて、それで診療

報酬をつくっていくと何かとんでもない失敗をするのではないかという心配をしておりま

す。 

 そして資料２についてなのですが、これも病床機能の分化・連携と書いてあるのですが、
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いろいろなところで問題になるのは、本当に病床機能の分化なのか、病棟の機能の分化か、

それとも病院の機能分化か、よくわからないのです。こんなことを言うと申しわけありま

せんが、それが厚労省の工合によって上手に分けられているために、今、病院界は非常に

混乱しています。病床なのか、病棟なのか、病院なのか、よくわかりません。そこを明確

にしていかないといけないと思っています。 

 その点におきまして、診療報酬は病院全体で１つの入院基本料となっているのですが、

本当にそれでいいのか。病棟群の考え方を入れたほうがいいのではないか、あるいはそう

ではなくて病床ごとだったら、病床の機能というものをどう評価して、その上で病棟をど

う評価していくのかという、この病床なのか病院なのか病棟なのか、少しここを明確にし

ないと今、非常に混乱して病院界は大変な不安に陥っているということだけは申し上げて

おきたいなというぐあいに思います。 

 そして、そういうことをある程度解消するためにも、単に診療報酬はこうだというので

はなくて、こういう連携をやっていて機能分化をしているいい例がありますよという、そ

ういうものを示してあげないと、不安感で日本の病院界は崩壊するのではないかと、すご

い危機感を持っていますので、よろしくお願いをしたい。 

 もう一つは、在宅医療、地域包括ケアシステムで、私はここに書いてあるようにかかり

つけ医というのは非常に重要だと思っています。ゲートキーパーとしてかかりつけ医がど

この病院に紹介するか、あるいは退院後、かかりつけ医の方がどう診ていくかということ

は非常に重要なのですが、そこの仕組みは以前は一生懸命診療報酬で手当をしようとして

いたのですが、何か前回の改定から急にそこがぽつんとどこかに消えてしまっているよう

な気がして、地域包括ケアシステムを進めていくためには、先ほど言いましたように病院

とかかりつけ医の連携というのが非常に重要だと思いますので、お願いをしたい。 

 それから、３番目のICT化と簡単に書いてありますけれども、病院はICT化するのはすご

い大変です。１つのシステムを買うと下手をすると十数億かかるのです。それを一体誰が

補填してくれるのか。病院は自分たちで一生懸命に収益を上げて、それを補填するのです

が、また７、８年すると買いかえということが起こりまして、非常に大変な負担になって

いるということを御理解賜ればありがたいなというぐあいに思います。 

 そして先ほどありました勤務環境の改善と書いてありますけれども、勤務環境を改善し

たくても人がいないとどうしようもないのです。改善したって何の効果もありません。人

をつくってほしい。計画的につくることが必要だと思いますが、人口減少の中でどうして

いくかというのは非常に大きな問題で、その視点も入れた診療報酬のつくりというのが必

要ではないかというぐあいに思っています。 

 あと一つだけ申し上げるとすると、診療報酬は微に入り細に入り細かくどんどんなって

いきます。毎年細かくなっていきます。これで病院の事務職員は疲弊をしております。ぜ

ひ簡素化をしていただきたい。この細かな基準をとるために病院は物すごい大変なことを

やっているのです。職員を研修に出して、その間、いない間もみんなで補填して、せっか
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く帰ってきたと思ったらやめてしまうということは各病院で起こっているのです。ですか

ら本当にこれで日本の医療は安全で質が高くなるのかということをぜひ考えていただきた

いと思いますし、質の高い医療人がいなければ医療の質は高くならないわけですから、ぜ

ひそこのところは一考をしていただければと思います。 

 以上です。 

○田中部会長代理 本多委員、どうぞ。 

○本多委員 まず、資料２のたたき台の関連で、病床機能の分化・連携で言えば、地域の

実情に応じた病床転換、２つ目の在宅医療・地域包括ケアシステムの推進で言えば、在宅

医療の拠点整備や多職種連携の支援、３つ目の医療分野におけるICT化の推進で言えば、地

域の医療機関の間のネットワークの整備など、地域の実情に応じて実施する施策について

は、基金を有効に活用すべきと思いますが、改めて診療報酬で評価するのか基金でやるの

かという、その辺の関係性について御説明いただければと思います。 

 あわせて、病床機能の分化・連携や在宅医療・地域包括ケアシステムの推進は、前回の

重点事項にも掲げられておりましたが、毎年毎年変えていくということではなくて、それ

ぞれ始まったばかりですので、こうした重点項目については引き続きやっていただきたい。

これは意見でございます。 

 それから、今、相澤委員からもございましたけれども、診療報酬体系の複雑さは、患者

側から見ても全く同感です。病床機能報告制度ができて、病床の機能を４つの医療機能に

していくということでございますので、将来的には４つの医療機能に合わせた診療報酬に

していただければという思いです。 

 それから、資料２たたき台にある後発医薬品の使用促進や一番下にある医薬品等のイノ

ベーションの推進等は、医療提供改革の推進と何か違和感がありますが、ここの中に含め

られている思いがあれば、それも聞かせていただきたいと思います。 

 以上です。 

○田中部会長代理 質問が２点ございましたが、お願いいたします。 

○総務課長 ２点御質問をいただきまして、資料の御紹介ができていなかったのですけれ

ども、参考資料３－１の医療介護総合確保推進法の施行状況の10ページをごらんいただけ

ればと思います。これは事務局の資料でございますので、事務局の頭の整理として聞いて

いただければと思いますけれども、地域医療構想の実現に向けました今後の対応について

ということでまとめております。今後、地域医療構想を各地域でつくっていただきますけ

れども、地域ごとに必要となる例えば施設、設備といったものにつきましては、時と場合

によっては補助が必要ということが当然考えられるわけでございますので、そうしたもの

につきましては、この基金を御活用いただくということでございます。 

 それと並びまして、適切な診療報酬の設定が必要。適切がどういうことが適切なのかと

いうことをまさにこの部会あるいは最終的には中医協で御議論いただくということではな

いかと思っているということでございます。 
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 ２つ目でございますけれども、後発医薬品の使用促進でございますとか、イノベーショ

ンの推進ということでございますが、質の高い医療を効率的に提供していくということで

ございますので、確かに体制という意味からは少し違和感はあるのかもしれませんけれど

も、重要なそういった要素の中で効率的に医薬品が使用促進されるということ、さらには

より効果の高い医薬品というものが革新的な医薬品、医療機器が産出される。これも大変

重要な要素ということでございますので、そういった視点から、このたたき台の中には盛

り込ませていただいているというのが事務局の考え方でございます。 

○田中部会長代理 日薬の安部委員、お願いします。 

○安部委員 私からは後発医薬品の使用促進について、まず話をさせていただきたいと思

います。 

 過去の基本方針を見てもずっと後発医薬品の使用促進というのは継続的にテーマとして

載っているわけでありますし、今回の資料２を見ても、政府の方針として新たな後発医薬

品の目標数値というものが示されているわけであります。 

 薬局の薬剤師は後発医薬品を備蓄したり、情報提供し説明をし、患者さんが安心して後

発医薬品を使用できるように環境整備をしてまいりました。後発医薬品の使用状況調査等

でも薬剤師説明が有効であるということは示されております。 

 ただ、その立場から今回の目標数値を見ると、今の時点で、後発医薬品を使用可能な状

況にあるものを全部後発品に仮にしたとして、この数値が達成できるかどうかというのは

微妙というか、なかなか難しいのではないかと考えております。例えとして良いかどうか

わかりませんが、走り高跳びに例えてみれば、薬局薬剤師が毎日１センチずつ、少しずつ

バーを上げて、毎回新記録には挑戦しているわけでありますが、だんだん目標が上がって

くるとバーの高さと天井の高さがほとんど一致しているような状況になりますと、それ以

上高く飛べといってもなかなか飛べないということになります。そういった意味では資料

３に後発医薬品の使用促進、価格適正化、長期収載品の評価の仕組みというような方向の

例が示されておりますけれども、これに関しましてはさらなる目標を達成できるような環

境整備、先ほど山崎委員もおっしゃっていましたが、さまざまな問題がありますので、当

然薬局・薬剤師はこれまでどおり努力は継続いたしますけれども、その環境整備をきちん

としていただきたいということを、この資料３にももう少し明確に書いていただければと

思っております。 

 もう一点、資料３にかかりつけ薬剤師・薬局ということを載せていただきました。これ

は大変ありがたいと思っております。先ほど山口委員からも患者さんに選択される、患者

さんが選ぶということが非常に重要だという御発言がありました。そのとおりだと考えて

おります。そういった意味では新たな地域包括ケアシステムでありますとか、地域完結型

医療の中で薬局・薬剤師がどのように活動していくか。その結果、患者さんから選ばれる

ような薬局・薬剤師になるにはどうするかということが非常に重要かと認識しております。 

 日本薬剤師会では、新たな地域包括ケアの中でのかかりつけ薬剤師、そしてかかりつけ



23 

 

薬局について一定の整理をいたしました。簡単に御紹介いたします。かかりつけ薬剤師に

ついては、「患者が使用する医薬品について一元的かつ継続的に薬学的管理指導を担い、医

薬品、薬物治療、健康等に関する多様な相談に対応できる資質を有するとともに、地域に

密着し、地域の住民から信頼される薬剤師」というようにしております。かかりつけ薬局

に関しては、「地域に必要な医薬品等の供給体制を確保し、その施設に従事するかかりつけ

薬剤師が、患者の使用する医薬品の一元的かつ継続的な薬学管理、指導を行っている薬局」

というように整理しております。現在、５万数千件の薬局がございます。この薬局インフ

ラを利用しつつ、かかりつけ医療と地域の多職種の連携とを強化することによって、医薬

品の適正使用の支援、それから、後発医薬品の使用促進、在宅医療の取り組みというミッ

ションに対して取り組んでいきたいと考えております。 

 私からは以上であります。 

○田中部会長代理 楠岡委員、どうぞ。 

○楠岡委員 医療分野におけるICT化の推進の点なのでありますけれども、これを進めるこ

とは極めて重要であることは明らかですが、今、そのセキュリティーがかなり大きな問題

になってきているかと思います。この点におきまして従来の電子カルテ等に関するハッキ

ング等は既に対応済みですが、昨今のサイバー攻撃のようなものに関しては、全く無力に

近いような状況であって、それに対するセキュリティーを確保しない限りは、患者さんた

ちがデータを提供したくないと言い出す可能性は十分にあるので、ここをしっかり押さえ

る必要がある。ただ、その費用が膨大で、システム本体よりもセキュリティー確保のほう

にお金がかかるという事態になってきています。その費用をどう手当するか。これは診療

報酬で手当するのか、それ以外で手当するのかの検討が必要ですけれども、そこを考えて

おかないとICT推進のすごいブレーキになる可能性があると思うので、ぜひこの点は御検討

いただきたいと思います。 

○田中部会長代理 阿真委員、手を挙げていらっしゃいますね。 

○阿真委員 私は医療者ではなくて、医療者から親へ子供の病気を伝える活動をしている

一般の親です。 

 先ほど審議官から重点課題についてお話しいただいて、少しそこからずれてしまうかな

というところではあるのですけれども、一般の者として危惧しているところを２点お伝え

したいと思います。 

 まず１つは、先ほど少子化の話をしてくださった先生はいらっしゃらなくなってしまい

ましたけれども、小児の在宅医療の問題です。日本の周産期は非常に世界一の安全性があ

ると思うのですが、その中でやっと助かった命、その後、長く続く医療だったり、看病す

る方が先に亡くなってしまうようなことも多く起きていて、ケアマネさんも小児の在宅に

ついてはいませんので、どこに行ったらいいか、どうしたらいいかわからないといった声

が多く届いています。その中で資料２の在宅医療・地域包括ケアシステムの推進、この中

にもしかしたら小児のことも含まれているかもしれないのですけれども、ここを見る限り



24 

 

小児のことが含まれているかどうかということがはっきりとわからないことと、裏面の小

児医療の充実のところにも救急医療、救命救急センターなどについては、さらなる充実が

必要ということは見られ、それももちろん必要なことではあるのですけれども、こちらの

面でも小児の在宅について充実していくことが必要だということが読み取れないので、そ

こが危惧しているところです。 

 もう一つは、先ほど最初にピンクの冊子が配られましたので、この後、御発言があるか

もしれないのですけれども、私も周産期の医療体制のあり方の委員をしておりまして、そ

の点で非常に危惧している点についてお伝えしたいと思います。 

 今、若手の産科の先生が６割以上女性で、周産期医療センターは40歳代までの若手から

中堅の産科医がほとんどだというように検討会で挙がっていました。４割以上が女性で、

出産や育児をしている間はお産をとるのが非常に難しいと思います。ですので、女性の医

師が働きやすい環境の整備が急務であると私は思います。母にとっても、また、お子さん

にとっても無理のない夜勤の数ですとか、そういったことを考えると、子育て中の10年間

ぐらいの間は２人で１人とか、３人で１人ぐらいの勤務体制がやっとではないかと思いま

す。既に病院ごとにこういった体制をとられているところもありますけれども、それに非

常に熱心な病院もありますけれども、病院だけに任せているのでは立ち行かないですし、

集約化だけでは立ち行かないのではないか。女性医師の働きやすい環境の整備というもの

を加えていただきたいと思います。 

 以上です。 

○田中部会長代理 関連しそうですから、木戸委員、どうぞ。 

○木戸委員 御意見いただいてありがとうございました。 

 この医療提供体制で非常に問題なのが、地域偏在と診療科の偏在、もう一つが時間によ

る偏在という視点があると思います。当院のようなところでも夜間と日中では大体10分の

１ぐらいのマンパワーに減ってしまいますので、救急車を受けろと言われてもどんどん全

部は受けることはできません。夜間・休日医療をさらに充実させて、そこに従事者を配置

できるような十分な報酬あるいは安全体制が必要です。リスクがあったときに十分サポー

トできる体制、医療安全なども充実させ、翌日残ってずっと患者さんを診て、夜遅くまで

40時間以上長く勤務するということができるだけないように、チームで診療するというこ

とです。そういった視点がこのたたき台に盛り込まれているので、私はこのたたき台に賛

成しますけれども、そういった夜間・休日医療の充実ということは強く訴えたいと思いま

す。 

○田中部会長代理 花井委員、お願いします。 

○花井委員 資料２のたたき台のところですが、おおむねこの柱でいいのかなと思いつつ、

幾つか意見を述べたいと思います。 

 資料３とも関係してきて、最終的にどういう姿になるのかわからないのですが、基本方

向という中に、超高齢社会というのは一体どういう医療の状態なのかという意味で、例え
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ば疾病構造の変化とか、多死社会になるということがよく言われます。亡くなる方がふえ

てくる。救急も含めて在宅も終末も含めて入ってくるかと思うのですが、そういう社会を

想像してどうしていくのかということを意識できるような文言が必要ではないだろうかと

いうことが１つです。 

 それから、地域包括ケアシステムを2025年に構築するというのは、ある程度大きな合意

としてみんな今そこを目指しているのだと思うのですが、そこに向けてもう一つ、2018年

というのが私は１つの大きなポイントではないかと思っております１つはなぜかといいま

すと、診療報酬と介護報酬の同時改定が行われるということと、医療計画と介護保険事業

支援計画がそこから同じ６年間という期間を同一にスタートします。2018年から2025年に

向けた７年間が、地域包括ケアシステムの仕上げ段階に入るのかなという感じもしている

のですが、そのことをもう少し切れ目のない医療介護の提供体制と書いていますが、そう

いうことも少し加えておいたほうがいいのではないかと思います。 

 それから、病床機能の分化・連携が資料２にありますが、これも私も医療機関の機能分

化・連携強化という言い方をしてきたと思いますが、まだまだ道半ばということで、そこ

は重点課題として掲げておくことには賛成したいと思います。 

 勤務環境の改善についてですが、当然、私は労働組合ですので、そこで働く看護師さん

あるいは勤務医の先生たちも含めて長時間労働を是正する必要があると考えておりますの

で、確保というのは非常に大切だと思っています。今どこの産業も人手不足で大変困って

おりまして、若手の争奪戦に入っているという言い方をする先生もいらっしゃる中で、ど

のように人材を確保していくのか。ましてや医療というのは非常に専門性の高い職種です

ので、そこはとても重要だと思います。 

 なぜ確保できないのかという詳細な要因分析によって、対する政策課題も違ってくると

思いますので、これも重点課題として掲げて詳細な検証を行って、きちんとした対応を立

てていくという意味で重点課題として上げていく必要があると思います。そのことが国民

にとっていいことにつながるからです。 

 資料２の次のページに医療安全管理体制の向上とありまして、どうもこれ全体を見てい

ると患者の視点からのことが少ないのではないかという印象があります。この医療保険部

会で示された文章の中には、患者にとって安心・安全で納得できる効率的で質が高い医療

を実現する視点と入っております。この医療安全管理体制の向上のところに「質の高い」

という言葉が入っておりますが、もう少し広げて患者の視点から見た医療の安全ですとか

安心という項目があってもいいのではないかと思います。 

 その中に病床機能報告制度でも問題になりましたが、患者や国民がどうやってその情報

を知るのか、あるいはどのようにわかりやすい情報提供をするのかという課題があったか

と思います。そういう意味で患者、国民がわかりやすい情報をどのように発信していくの

かとか、そういう視点が必要だろうと思いますので、ここの項目の書き方というのは、も

う少し患者の視点というのが出されていてもいいのではないかと思います。 



26 

 

 とりあえず以上です。 

○田中部会長代理 荒井委員、加納委員の順でお願いいたします。 

○荒井委員 ２回目の発言で申しわけございません。 

 先ほど医療従事者が頑張っておられるということを言われましたが、そのとおりだと思

います。地域医療で頑張って、全部ではないのですけれども、頑張っておられる方がおら

れるということで、この診療報酬が頑張っている医療従事者に勇気が出るようなメッセー

ジ性を入れてほしい。その際に政策転換を図るメッセージが強いのですけれども、医療サ

ービスに持続性があるのは相償性というか、まともにやっていれば費用が償われるんだと

いうことがこの価格の大基本だと思うのですけれども、何をやっても生き残れるんだとい

うものと少し違うと思うのですが、医療従事者にとってこれだけやってもしんどいなとい

う声が上がっていることは確かですので、その点を基本論でありますけれども、メッセー

ジの基本に考え、先ほど御発言がありましたので申し述べさせていただきたいと思います。 

 それと今次の議論は診療報酬のあり方でございますので、細かいことになりますが、資

料のつくり方ということになりますが、参考資料２が医療保険部会に出た資料ですけれど

も、診療報酬の改定が効いたか効かないか全くわからないですね。中医協では出されるの

ですか。この診療報酬を改定したときに、医療部会としてもこのように効きましたよ、効

き過ぎましたよ、効きませんでしたよというものを出してほしいですね。それをもう少し

見ると、効く、効かないという判断が、診療報酬の改定が効く分野と効かない分野がある

ということをもう少し明示できるのではないかというのが１つあります。 

 逆にこの資料３－１には診療報酬で扱えないようなことも出ている。例えば参考資料３

－１の10ページでは医学部入学定員等について検討していく。これは診療報酬の議論では

ないですけれども、一緒になると診療報酬でも議論するのかというような感じになります。

これは診療報酬でなかなかできない範囲だと思いますので、診療報酬でどうするのかとい

う議論に我々集中させていただきたいというように希望いたしますが、先ほどICTはどうす

るのか、診療報酬はどうするのかという議論がありましたが、基本的に診療報酬でなかな

かできないことのように思いますが、院内ICTは診療報酬で多少カバーできますけれども、

地域のICTについては診療報酬外あるいは基金なりほかの補助金でしなければいけない。県

では県単でも地域ICT化を進めようかと思いますが、病院の中のICT化までなかなか手が出

ない。そのすみ分けをどうするかということも明確に出して、何をするためにこのツール

は、使うんだ、使わないんだということを資料上、明確にしていただきますと、診療報酬

の議論がもう一つめりはりがきくのではないかと思います。 

 余計なことで申しわけございません。 

○田中部会長代理 ごもっともな御指摘ですね。 

 加納委員、どうぞ。 

○加納委員 私も２回目なので、資料２次ページ上段「質の高い医療の効率的な提供」に

救急医療と小児医療及び周産期の充実という形で書かれている小児救命救急センター、ま
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た、周産期母子医療センター等の整備の充実はよくわかるのですが、救命救急センターに

至っては最初の制度設計では人口100万人に１カ所という形で120か所作るということだっ

たと思いますが、今その倍以上できているかなと思うのです。その結果、救急医が足らな

い、また、先ほどの菊池委員からの話ではないですけれども、看護師さんが足らない。た

だし、本当にそこまで必要なのかということの検証が必要な段階に入っているではないか

ということです。そういう面では、整備のさらなる充実というのはどうかなというところ

は１つクエスチョンが出てくるところかなと思っております。 

 救命救急センターですと診療報酬でしっかりとした点数がついています。十数万円、１

日の評価がついていますので、非常に大きな金額の動くところですから、あり方の考えて

いただいた上での提供体制の充実ということだと思います。先ほどの話ではありませんが、

やはり地域包括ケアであるべき高齢者救急のあり方を考えますと、二次救のあり方をしっ

かりと評価していただきたい。その点でここの明記が少しおかしいのではないかという感

じがしております。そこは１点お願いしたい。 

 もう一点は、ここに記載されていないのですが、我々現場で異様に感じていました例の

院外調剤の話なのですが、院外調剤、院内調剤の件に関しましても患者さん、高齢者の方

のあり方を考えると、院内調剤も１つのあり方かなと思います。それと技術系薬剤師さん

の充実という面で院外調剤の見直しもいろいろな面で、その診療報酬を含めた改定的な査

定が要るのではないかと思っておりますので、そういった形の効率的な提供体制の中には

明記すべきことではないかと思っております。 

 もう一点、最後にですが、ICTに関しましてはこれからの地域包括ケアで１つ大事なのは、

先ほど荒井委員がおっしゃっていただいたように、ローカルな地域包括ケアのシステムの

中でのクラウドの１つとしての提供体制とか、そのようなものが非常に大事になってくる

かと思います。これは荒井委員がおっしゃっていただいたように、基金なのかということ

も考えていただいて、それが最終的には先ほどの地域包括ケアにおける二次救急のところ

にも利便性として出てきますし、非常に大事な役割になってくるのではないかと思ってい

ます。 

○田中部会長代理 釜萢委員、お願いします。 

○釜萢委員 当医療部会は診療報酬の改定に向けて医療提供体制の改革について全体に議

論をする場ということでありますが、直接診療報酬に結びつかない部分も当然議論をしな

ければならないと思います。その中で地域の医療が適切に患者さんに利用されるためには、

患者側、患者さん御家族がどういう医療あるいは介護の体制を望むか、患者さん御家族に

しっかり認識をしていただくことがぜひ必要でありまして、地域包括ケアの大変有名な図

のお皿の部分ですね。本人、家族の選択と心構えという部分を皆さんでもう一度しっかり

思い起こしていただきたいと思うわけです。先ほど山崎委員も言われたように、終末期で

非常に具合が悪くなった方をみんな救急搬送しなければいけないというのはとても無理な

話でありまして、そのあたりはそれぞれの地域において医療資源は有限で、決して無限で
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はありませんので、この地域ではこういう医療資源があって、このように使わなければな

らないということについて地域のコンセンサスを得る努力がぜひ必要で、これは診療報酬

に直接つながらないですけれども、そこの部分は非常に大事だと思います。 

 きょうは荒井知事さんと遠藤町長さんお越しですが、そういう行政から住民に対する情

報提供というか働きかけをぜひお願いして、そして、その中でその地域にある医療資源が

なるべく有効に、適切に使われるように住民の協力を得なければいけないと思いますので、

一言発言をさせていただきました。 

○田中部会長代理 遠藤委員、どうぞ。 

○遠藤委員 きょうの課題は診療報酬だけでありますけれども、実は間もなくマイナンバ

ー制度が始まる。こういうところへつながっていくということは認識をした上で進めない

と、物事ができなくなる。非効率的なことがあったら、どのようにして直していくか。例

えば患者がお医者さんに行って薬をいただく。ところがＢ病院に行ったらまた同じような

薬が出ている。患者が選んでいるとは言いながら、１つのところだけ行けばいいというも

のではなくなっている。そうするとナンバリングをしてこの患者さんが既にこの薬は出し

ていますよというのが把握できれば、ダブる必要はない。こういうものをどこで止められ

るのかという議題は残念ながら何もここでは出てきていません。自分たちの仕事の中で、

これは報酬は欲しいです。もちろんあげるべきだと思います。でも、どこかでそれを詰め

られるべきもの、国民全体の金をどう使うかの問題でありますから、報酬を上げるという

中でどれだけの裏づけが必要になってくるのか。どうか１つの議論の中に入れてほしいな

と思っております。 

 それから、先ほど荒井委員からおっしゃられましたけれども、やはり地域の報酬単価が

一律というのはおかしいというのは、委員の先生方みんな理解をしていらっしゃる。だと

すれば、どのような形で報酬が決められるか、この辺なども地域によって変わるとすれば、

そういうところを明確に出していただきたい。このようなことを申し添えておきたいと思

います。 

○田中部会長代理 ありがとうございます。 

 中川委員、お願いします。 

○中川委員 まだ時間がありそうなので、資料２が医療部会の基本方針の基本的な骨格に

なるわけですね。その理解でいいですね。その上で申し上げますが、これをぱっと見ると

調剤医療費についての言及が全くない。これは問題だなと思います。ぜひそれを書き加え

ていただきたいと思います。 

 その理由は、ここ数回の診療報酬改定の結果を見ても、検証を見ても、調剤医療費の伸

びが突出しているのです。医科、歯科、調剤という配分比率以上に伸びているのではない

かという感が否めないです。ぜひ調剤医療費の、特に調剤技術料に関してもしっかりと議

論をして、改定の論点の主たる論点にしていただきたいなと思います。 

 それから、この資料２の一番最初の病床機能の分化・連携のところで、２つ目のポツの
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ところで、地域ごとに病床を医療ニーズの内容にとありますが、地域医療構想に沿って４

つの医療機能をバランスのとれた形で確保する必要と書いてあります。私どもはかねてか

ら地域医療構想と診療報酬はリンクすべきではないと言ってきました。その理由は構想区

域ごとで地域の事情というのは全く異なるから、一律の診療報酬ではなかなか難しいし、

かえって混乱することになるという理由なのですが、地域医療構想に関してあえて言えば、

診療報酬では４つの機能のうちのどの機能を選択しても、それぞれ安定した医療提供が担

保できるような診療報酬上の評価は絶対に必要だということは、この基本方針として位置

づけていただきたいなと思います。 

 以上です。 

○田中部会長代理 花井委員、どうぞ。 

○花井委員 言葉の確認ですが、資料２の１ページ目です。かかりつけ医という文言の使

い方です。前回改定の基本方針のときに主治医機能ということで統一しようというのがあ

ったかと思うのですが、そこはどのようにしていくのか。これでいくのか、その辺、最後

に決めることなのかもわかりませんが、今もし事務局でお考えがあれば教えていただきた

いというのが１点です。 

 それから、一番下の勤務環境改善のところで、医療の質の向上や患者満足度の向上等と

書いてあり、患者にとっての質の高い安心・安全の医療というのでしたら理解できるので

すが、満足度というとすごく悪く言うとお客様サービス満足度みたいな、余りなじまない

用語の使い方だなと思ったものですから、できるなら今まで使っているような安心・安全、

患者にとってのという言葉に変えたほうがいいのかなと思います。もし事務局のお考えが

あればと、お願いします。 

○中川委員 今の関連ですが、かかりつけ医という言葉は我々日本医師会としてもいろい

ろな定義を明確にして使ってきました。それで例えば参考資料１の基本方針2015において

も、かかりつけ医という言葉はこういう正式な紙にも書かれるのです。今回の医療保険部

会の論点においても、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師ということが

論点の１つというか整理されていますので、あえて主治医と書きかえることはしないほう

がいいのではないか。ぜひかかりつけ医のままでやっていただきたい。基本的な内容的に

はそんなに大差はないわけですので、ぜひよろしくお願いいたします。 

○田中部会長代理 安部委員、どうぞ。 

○安部委員 先ほど中川委員より調剤報酬の伸びについて分析すべきだという御発言をい

ただきました。これについては中医協で常々２年に１回、結果検証等をやっているものも

踏まえて、かつ、今日も示されました重点課題と、そういったものとの兼ね合い。それか

ら、技術料とおっしゃいましたけれども、薬剤費の推移。そういったものを全て総合的に

評価しなければいけないと思っています。 

 私としては本来、毎回中医協の議論で改定のたびに評価をしているはずだと認識してお

りますけれども、その点につきまして見直すのであれば、調剤だけに特化するのか、全て
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に関して見直しをするようなことをするのか、これは今後少し議論を重ねていただければ

と思います。 

○田中部会長代理 関連してですか。中医協とは違う議論。 

○中川委員 調剤技術料だけ特化してやるのではなくて、総合的に全体の中の１つとして

調剤技術料を議論しましょうということでございます。 

○田中部会長代理 最後になりますが、邉見委員、どうぞ。 

○邉見委員 先ほどの山崎委員の後発品のことなのですが、ちょっと細かくなるのですけ

れども、60％というのは妥当なのかどうかとか、もし次回でもいいですから、後発品のこ

れからのアムロジンでもメバロチンでも30以上も一遍に出ますね。ああいうことが後発品

を使おうと言いながら何か使いにくいということになっていると私はずっと思っていまし

たので、その辺のことをもし事務局がお答えできるのだったら、次回でも結構ですから、

お願いいたします。 

○田中部会長代理 次回に資料をお願いしましょう。 

 山崎委員、どうぞ。 

○山崎委員 今日の資料で参考資料３－４というものが入っていまして、医薬品産業強化

総合戦略概要というものが書いてあります。昨年もお聞きしたのですが、この新薬創出加

算が、今、総額で幾らぐらい出ていて、それが出ている先がどうなっているか。前回、私

が発言したときには700億ぐらいの財源が使われていて、そのうちの７割から８割が外国の

製薬メーカーにお金が出ているということを記憶しています。本来なら国内のメーカーの

新薬創出を助けるための制度としてつくった制度が、結果としてそのお金が外資企業の開

発に使われているとすると、何のためのお金かなという気がします。この件に関係した資

料を次回でも、教えていただければありがたいです。 

○田中部会長代理 いろいろとありがとうございました。 

 私としては先ほど地域包括ケアの植木鉢図の本人、家族の選択と心構えを言っていただ

いたのは大変うれしいです。診療報酬にしても何にしても、最後は住民や患者みんなで支

えるもので、その人たちが単に利用して満足度を高めるだけではなくて、制度を支えるた

めにも自分のための心構えを持つべきだと唱えてきましたので、それが議論の中で出たこ

とをうれしく思います。 

 次期診療報酬改定の基本方針の検討に当たって、本部会の責務である医療提供体制の観

点からの論点について、皆様から多彩な御意見をいただきました。事務局は本日の議論も

踏まえてさらに検討を進めていただくよう、お願いします。 

 予定の時間になりましたので、本日はこれまでといたします。最後に事務局から連絡事

項があればお願いします。 

○医療政策企画官 今後の医療部会の日程についてですけれども、次回は10月22日木曜日、

次々回は11月19日木曜日に予定しておりますので、また詳細が決まり次第、御連絡いたし

ます。 
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 以上です。 

○田中部会長代理 本日はこれまでといたします。皆様方、活発な御議論どうもありがと

うございました。 


